
１　施策体系と事務事業

基本目標 2

主要施策 7

基本事業 1

実施計画事業 3

２　事務事業の概要等

目的（何のために）

直　営 一部委託 全部委託 補助等 請負 その他（　　　　　）

事業実施期間 23 年度 有 （終期 26 年度）

根拠法令・条例等 高医療費体質自治体・平成２２年度安定化計画（北海道知事指定）

３　事務事業の現状

(1) 達成状況等の推移

単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

目標

実績

目標

実績

(2)事業費の推移 　　（千円）

2,795

国道支出金

地方債  

その他 　

一般財源 　

人件費

平均給与額

担当職員数

活動指標１  

活動指標２

活動指標３

　コストの算出方法
事
業
コ
ス
ト

総事業費 0 4,797 2,795 5,319

対前年比（％） － 58 190

6,608 6,683 6,629 6,629

2,162 194

0 1,319

事業費 0 4,797 2,795 5,319

2,635 2,601 4,000

区分 Ｈ22決算 Ｈ23決算 Ｈ24決算 Ｈ25予算 平成24年度の事業費内訳　

  

を１とした場合の倍率） 1.134 1.118 1.137 1.080  
成
果
指
標

1
地域差指数１．１３未満（１人当たり医療費全国

2
    

　 　
3

65.0 30.0 37.5

同実績 26.1 -    

44.0 45.0 77.0 77.0

同実績 69.9 76.8 -

活
動
指
標

1
特定健診の実施

％
29.2

55.2

2
特定保健指導の実施

％
43.0

45.3

　指標名及び内容 Ｈ22 H23 H24 H25見込
目標年度
（２６年度）

事業実施主体 名寄市

事業実施方法

始期 終期設定 ・　無

保健師賃金等　　　

平成25年度事務事業評価調書

整理番号 12 枝番 1

評価担当課 市民課

高医療費体質の解消による国保経営基盤の安定

対象（何を又は誰を） 国民健康保険加入者

手段＝活動（仕事）
（どのような方法で）

特定健診、特定保健指導受診向上や医療費通知・レセプト点検強化を図る。

意図（どのよう成果を期待して
いるか）

予防を重視し市民の健康に対する意識向上を目指し、各種健診受診率向上を図り医療費の適正化を
図る。

事務事業名 名寄市国民健康保険事業安定化計画推進事業

総合計画の位置づけ
有
・
無

安心してすこやかに暮らせるまちづくり

国民健康保険

国民健康保険事業の運営

保健事業の推進
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(3)事業スタート後の情勢変化やこれまでに取り組んだ改善点

情勢の変化

４　事務事業の点検

　　以下の視点から点検し、（ａ:高い、ｂ：やや高い、ｃ：やや低い、ｄ：低い）から選択し、その理由等を記入すること。

妥当性 1 　

有効性 1

効率性 1

公平性 1

達成度 1

５　1次評価
評価結果

６　外部評価（１次評価に対する提言等）

７　２次評価（１次評価、外部評価を受けての最終評価）
評価結果

評価結果 提言等

 

意見等

  

理　　由

Ａ：現状のまま継続

Ｂ：進め方を改善 改善の方向性（評価B,C,Dの場合には必ず記入すること）

Ｃ：規模・内容を見直し

Ｄ：抜本的な見直し
  （廃止・縮小）

受益者負担は適正
か、受益者に偏りがな
いか？

活動指標、成果指標
の達成度は？

目的を達成するため
の方法として有効
か？

経費に見合った成果
が発揮されているか、
コスト削減の余地はな
いか？

項目 評価 判定した理由・説明等

市が主体的に実施す
べきか、社会・市民
ニーズに適合している
か？

加入者の高齢化による減少と医療費の増高により基金残高減等経営基盤が弱体化し、２５年度から税率改正を実施。医療費
適正化や健診拡大による医療費抑制策は、短期的に効果は表れないが、継続することにより被保険者の意識改革と健康増進
が期待される。

改善点 指摘事項　　有  (                                                               )
　　　　　　　  無

特定健診受診年齢（国基準４０歳）２４年度まで当市は３５歳以上を２５年度から３0歳以上に対象者年齢拡大

妥当性 

有効性 

効率性 公平性 

達成度 

国の制度によるもののため評価対象外 
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